






























































































































































･技術移転拠点 (TTU) .技術現地化拠点 (ⅠTU) .製品開発
点 (GTU) .全社的技術開発拠点 (CTU)
Creamer[5] 究開発活動の国際的な展開を集権化､分権化として議論
ummerle[6] マネジメント(人材)との関連からの分類





原 [11] ･技術偵察 .技術修正 .技術移転 .新製品開発 .研究開発
Ghoshal an ･CforG (遠心的) .LforL (分散 .分権型) .LforG .
Bartletts [12 ] GforG
obel anirkinshaw l13]･10Caladaptor .internationaladaptor .globalcreator
assmannandVo ･自国完結型R&D .本国中心海外周辺R&D .海外分散型R&D .
edtwitz[14] 外部ネットワーク型R&D .トランスナショナルR&D
高橋 [15] [16]･技術情報の収集段階 .市場対応型の応用開発段階 .技術学習の段
日本では1980年代後半から ｢研究開発の国際化｣に関する研究が開始され､研究者や研
究機関によって日本企業の研究開発の国際化についての研究の蓄積がなされている (高橋
































































































































一社名に ｢R&DJ ｢LaboratoryJ ｢LaboratoriesJ ｢Lab｣が含まれる法人｡



































I期 (1947174年) :戦後から ｢経済高度成長｣の終鳶まで
Ⅱ期 (1975-85年) :1970年代後半から円高の開始 (｢プラザ合意｣)まで














図 3･1 海外進出企業数 一製造業､非製造業､研究開発拠点-
ま 3;言 霊 Sは 盟 盟 慧 盟 盟 慧 監 冨 冨 冨 冨 冨 冨 S:冨 冨 冨 S;S;S;S S;S;S;S;S;S;ま ま ま ま ま ま 霊 宝 ま ま 宗 g;霊 霊 監 霊 霊 霊 Z濡 8 8 8 8 8 8
丁事碑 (i叫テ-7i車)-中期 (1978-86年)Ⅲ期 (1986-90年) 期(1991.2005年)I
アジア 66.9% 58.5% 63.7% 81.8%
欧州 7,7% ll.8% 8.8% 6.3%
北米 ll.3% 20.9% 24.1% 8.8%
中南米 ll.3% 5.9% 2.2% 2.2%
総数 495ネ 660i 1205手 5659手
データ :東洋経済 ｢海外進出企業 CD･ROM2006｣より科学技術政策研究所にて計算
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図3･2 海外進出企業数 一研究開発拠点-




i1 】 / 1
【l i ^/
/八人/V
li5 / y Yー
Ⅰ
‥≠‥... ‥一一イー ‥｡..ィ..r Ⅰ
O 寸 M卜-ぶ､○_M,寸.nOトCQO,○_Nの寸.hq卜."○-Nn†L,.DドD.,OIeVn寸.,¢ト句の○_NP,寸t,uト." ○_Nq寸.,
Ⅰ期 (1947-74年)Ⅲ期 (1975-85年)Ⅲ期 (1986-90年) 期 (1991-2005)
アジア 30.8% 18.20^ 30.6% 54.1%
欧州 15.4% 22.7% 23.9% 14.4%
北米 46.2% 43.9% 38.1% 25.9%














Ⅰ期 Ⅱ期 _≡_ Ⅲ期 _=一 Ⅳ期
.,I
/ ヽ
ノ ･ r--＼ .rip.
′▲ノ ＼＼ / / ＼＼.-17 ＼､
′ノ ◆ヽ′-一一_-汁~ ∨ ＼､/
′ -ノー ー/_′ー -.一二3---.-㌔- /_'L
lL)くO｢ー CO の Oー N の 寸 L)q>ト CO 0)⊂>ー N くつ 寸 Ll q>｢-030)⊂)･｢.N くつ 寸 LL)くJDlー COO)⊂〉7-N O 寸
くDくOq>qDqD｢ヽ 卜･｢ヽ rl. ト ト ｢ヽ トー rヽ ド-の 〇〇CO CO 0)の CO COの くX)の O a O)O)O)0)O)0)0)⊂)⊂〉⊂⊃⊂)⊂⊃
0)0)の の か O)の の C)0)C)O)O) a a a 0)0)O 0)の 0)0)0)0) 0) 0) 0)O)O)O)O) a) 0) O)⊂〉O ⊂)O ⊂〉
-111北米 中南米一･-一･アジア--･欧州










TEZl bl m TV出
I/l I/>-/′! ､一一一/ ＼
畑 .A,､ ･工 .-∠ 了､ノ ヽ.:A＼∴ ′ ＼､
二㌧ itj(.I.:21;i ,.{ ?:亮 一- ヘ＼/ ′Tr^./ ' ､ - -- -1 :lノ ＼､ 了 ､､､.-
､ヾ 'ゝ ､'､′入 相 し //J ㌧ ノ __,-:i-: 一.---Tii _ー_ // Iへ 叫/へ
LL) くO rl.･CO O)⊂〉ー N の 寸 L) くJD ｢､ くO O⊂).I Cqくつ 寸 L)くp rl.･の O)⊂> ー N の ■寸■LL) く【)トCO a)くつ ▼- N ぐう 寸
q⊃ く○ く亡〉く○ くO｢ヽ Tl.I｢ー rヽ rlヽ rl. ｢ヽ ｢ヽ ｢ヽ ｢一〇)〇〇のの く0 のくX)のCO COaa)0) の の O) O)O)O) a)く⊃ ⊂)⊂)⊂)t=)
a O) O の のO)O)O) の O)O)O) O) O)a)の ののの 0)0)O)の0)0)のO)C) C) の O) O)O)O) O)⊂〉⊂⊃⊂)⊂⊃ くつ
ー ▼~ ▼~ 一 一-- T- ▼- ▼--- 一 一 ▼-▼- ▼- ▼一 一 一 .一･一 ▼一 ･一･▼- ▼-II l一･･▼- 1T- ー ▼- ー ▼- Cq Cq OJ～ ～
一一一一北米 中南米 --一･アジア- - 欧州











表3･1 日本企業の進出先 ･取引先国別ランキング 1985-2005年
I:■7 -5 L-. .1 -.:､-1 繋品¶凸 我品■1ノヽ
I2 lヨ Z/.UlホrメlJ7フ 3(.≠ :l.I,メ-}乃 ZlW}メJわ 13_98Nイギリス 11_SK向 6_79X相 12_5■l
3 イ 8.30H沌(中歯) 5165Jンガポ-ル 4_52 オランタ 7.■iケイマン諸点(六: 45ホーニ朴うリア JX中曲 3跳 台)t 6.4書画 4.柑一l
45 CiI 6.3沌(中尾l) 58オーニ朴フJ7 4.5備イニポネシア -:捕
6 汚 K -イツ 453X台汚 【廿i
7 マレー シア 3.98 パナマ 3.1Xシンガポー ル 3.日Xドイツ 3.9やi
令 イソこ阜シア 3.51XインF与シア 2,8 イ 31 アラブ首絹 ij邦 3.5JX
9 イギリス 3.也N書き毛(中国) 2此 イギリス 3_2 サウ+)アラビア 3.53N
10 5) 3.糾N勺イ 2.1Xマし-シ7r 2.a マし-シア 3.1■i
封&XF■;】 198和 万年 1987-そ鵬 Jl 1988-{昨年 1988-巴o耶
tZ井JI一正 t打調 光 Ju.≡. ftflITIL 一文巾¶^ ▼一l†t
1 Lヨ Z8.T8朽-yメリ乃 1l.捕Yメリ73 Iu柄YメlJ73 才可.uグi
2 メ)わ が｣始Xカナタ 7_銚フランス S.桃ドイ+J 12_43X
3 イギリス 526Nイギリス 6m(オランタ 5.6Nイギリス ll.12ポ
4 シン万ポ-ル 3.4川 ttEi) 5.8N イーPJ S. フランス 9.捕
5 一.fツ 3,14 タイ 5,6Xスイス 3.6K咽 6_(餅6 ランス 3.GEN中Eg SBGイギリス 3ーSKイタリア 31■i7 固 2.別N'台汚 Lqiスウェー デン 1.PGオランタ 3.1柿辛 汚く中tg) 291#シン万ポ-ル 2miデンマー ク 1. オー升 ラリア 2,珊9 オ-ストうリア 2_SSHマレー シア 2_6%ベルギー 8桃 bチタ 全_7:捕10 汚 2.13N一ンFネシア 壬.鞘 イタリア Q■Nスイス 1.92N
注 : ｢進出企業数｣は研究開発拠点以外の法人を集計したデータであり､主に生産拠点 ･
販売拠点をその内容とする｡






である｡企業数でみると､ ｢電機 ･電子機器｣ (121社)が突出､次いで ｢化学 ･医薬｣ (70
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データ :東洋経済 ｢海外進出企業 CD･ROM2006｣より科学技術政策研究所にて計算
次に 1987年から2004年における日本の対外直接投資について業種別にみると､投資額
で ｢電気｣が最も多く､ ｢輸送機｣ ｢化学｣ (｢製薬｣を含む)が次ぐ｡対外直接投資額を
業種別割合でみると､ ｢電機｣が28.7%､ ｢輸送機｣が 16.4%､ ｢化学｣が 13.9%である｡
対外直接投資は､研究開発拠点のみならず､生産･販売拠点等を含む投資額を表しており､
日本企業の海外進出の 1つの指標といえる｡この対外直接投資額でみても､企業数と同様
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最も多く､次いで米国 (92社)､イギリス (23社)となり､この3カ国で全体の約 7割を
占めていることがわかる｡
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表 3-2 進出先国別海外研究開発拠点数の変遷 一製造業-
1986年 2
1987 3 1 1
1988 3 2 1
1989 2 1
1990 1 5 4 1
1991 2 2 1
1992 1 2 1 1
1993 3 1 2
1994 1 1 1
1995 7 2
1996 7 1 1
1997 2 1 1 1 1 1
1998 6 2 1 2
1999 5 1 1 2
20CO 8 1
2001 9 3 1 1
2002 8 1 3
2003 8 1 1 1 1 I
2004 8 I
2005 2 1 ー 2
髭王† 1l 92 23 21 11 2 2 1 1 5 2 1t 7 13 1
- .∫.←.-.
1986年 1 3
1987 1 1 7
1988 1 1 1 9
9ー89 I 4
9ー90 1 1 13
1991 1 1 1 1 9
1992 1 1 1 8
1993 1 7
1994 4 7
1995 1 1 5 16
1996 1 2 3 15
1997 2 1 1 2 13
1998 1 1 2 4 19
1999 1 1 1 1 13
200) 2 3 3 17
2001 1 2 1 9 27
2002 1 2 1 1 19 36
2003 1 1 1 2 20 38
2004 3 21 33
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データ :東洋経済 ｢海外進出企業 CD-ROM2006｣より科学技術政策研究所にて計算
② ｢電気 ･電子機器｣ ｢化学 ･医薬｣ ｢自動車 ･部品｣
次に､先に研究開発活動の国際化が著しいと特定した ｢電気 ･電子機器｣ ｢化学 ･医薬｣
｢自動車 ･部品｣の 3業種についてどのような国に展開しているかを示す｡表 3･3は ｢電
気 ･電子機器｣ ｢化学 ･医薬｣ ｢自動車 ･部品｣の研究開発拠点数の推移を示したものであ
る｡













｢電気 ･電子機器｣ ｢化学 ･医薬｣ ｢自動車 ･部品｣
9ー87 1 1 I 3
198 1 I 1 1 一
1989 I I
1990 1 2 2 1 6
1992 1 I
1993 2 1 1 I
199一 1 I
1995 2 2 一
1996 2 2 一
1997 1 1 1 3
1998 2 2 1 5
199g 1 I
loco 5 1 I 7
～tXH I 1 1 2 8
2tX)2 3 3
2003 2 2 I
2tXH A 1 2 7
1 133 8 l t 1 I 1 I 1 3 I l2 15 470
一g朗 l1 I 3190 I191 I l192 1 l193 2 2194 1 1195 1 I196 ー ー197 I 11 I 1 5198 2 1 3199 1 ー 2～Oq) I ー20t 3 I I 52(X)2 2 2 2 8203 2 1 I 1 1 I 2 9204 ー 5 8
12 4 ー I 1t I4 8 I 2 I 1 I I 2 18 58
tgB81987 I2 1 I I■
1988 1 1
9ー89 2 I 3t90 1 1 2
1991 2 2 I I I 7
t992 I I 1 1 4
1993 1 1
1994 1 3 ■
199 5 1 I I 10
1996 1 1 I 1 1 I 6
1997 ー 1 I 3
198 3 I 2 8
1999 I 1 1 1 1 I 8
2(伽 2 I 2 1 8
ZO)1 1 1 I 8 日
1 1 1 I 0ー 14
2003 2 I I I 日 18





進出企業数 (生産 ･販売拠点等を含む)では 9業種すべてにおいて中国が 1位となって
いるO-方､対外直接投資､技術貿易､特許登録においては､ ｢食料｣ ｢繊維｣ ｢鉄 ･非鉄｣
の3業種以外の6業種においてすべて米国が 1位となっている｡
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表 3-4 進出 ･取引先国別ランキング
ー19-
表 3-4 進出 ･取引先国別ランキング (続き)
【輸 送 機 器 】
中国 40.74%アメリカ 24.99%アメリカ 51.8%アメリカ 80.2%
アメリカ 20.37,iイギリス 8.91%カナダ 13.6%オランダ 5.5%
インドネシア 5.56%中国 8.54%イギリス 7.4%フランス 4.3%
シンガポール 5.56,iオランダ 8.26%タイ 6.2%イギリス 2.8,i
フィリピン 5.56%メキシコ 5,86,i台湾 3,2%スウェー デン 2.2%
マレー シア 5.56%フランス 5.83%韓国 2.8%ドイツ 1.1%
イ9IJア 1.85%タイ 4.78%インドネシア 1.9,iイ9リア 1.0%
インド 1.85%オーストラリアランダスペインタイブ ジルフ スベトナム インドネシア 3.78%オーストラリア 1.7%台湾 0.8%
注 :各項目間の業種分類の対応関係については次ページの 【参考】を参照0






食料品 食料 食料品､飲料及びたばこ 食料品､飲料及びたばこ 食品工業
*## 繊維 織物用繊維及びぴくず､織物用糸及び 織物用繊維及びぴくず､織物用 繊維工業
繊維製品 糸及び繊維製品
木材 .家具 木材 .パルプ 木材､木製品及びコルク 木材､木製品及びコルク
パルプ.紙 パルプ及び古紙､ パルプ及び古紙､ パルプ.紙工業
化学.医薬 化学 化学製品 化学製品 医薬品工業､化学工業
石油 .石炭 石油製品､ 石油製品､ 石油製品 .石炭製品工業
鉄鋼業 秩 .非鉄 鉄鋼 鉄鋼 鉄鋼業
非鉄金属 非鉄金属 非鉄金属 非鉄金属工業
金属製品 金属製品 金属製品 金属製品工業
機械 機械 一般機械 一般機械 機械工業
精密機器 精密機器類 精密機器類 精密機械工業
電気 .電子機器 電機 電気機器 電気機器 電気機械器具工業､電子部晶 .デバイス工業
輸送用機器 .造船 輸送機器 輸送用機器類 輸送用機器類 輸送用機械工業
自動車 .部品
出版 .印刷 その他 印刷業
窯業 .土石 .ガラス 非金属鉱物製品 非金属鉱物製品 窯業



















前節でみたように､海外進出の著しい製造業は ｢電機 ･電子機器｣ (121社)､ ｢化学 ･
医薬｣ (70社､うち51社は ｢医薬｣)､ ｢自動車 ･部品｣ (56社)であった｡ここでは














































参照資料 :株式会社富士通研究所 ｢富士通研究所の研究開発｣ (2006年 4月 12日)､





























































































参照資料 :武田薬品工業株式会社 ｢武田薬品における創薬研究の現状と戦略｣ (2006年 3
月 16日)､ ｢『日本発の世界的製薬企業』の創生に向けて｣ (2006年 5月 11
-26-










































参照資料 :トヨタ自動車株式会社 ｢2007年 3月期 中間期決算説明会｣ (2006年 11月7













ホンダ ･リサーチ ･インステイチュ-ション (日本､米国､ヨーロッパ) (材料､
コンピュータ､脳神経科学)









米国 :日産テクニカルセンター ･ノース米国社､日産テクニカルセンター ･ノ･ス米
国社 アリゾナテストセンター
































































るような組織体制として構築されている｡同社では､ ｢製品戦略会議｣ (本社)､ ｢グロー





























｢電機 ･電子機器｣ ｢医薬｣ ｢自動車 ･部品｣の3業種を比較すると､研究開発のグロ
ーバル体制を構築する理由について業種間で差異があること､また､産業内部において海外
研究開発拠点の目的が進展とともに変化していることがわかる｡ ｢医薬｣では海外進出の当
初から研究効率の向上などを目的としている一方､ ｢電機 ･電子機器｣や ｢自動車 ･部品｣
では生産拠点や販売拠点が先行し､それに伴い海外進出が行われている｡ ｢自動車 ･部品｣
では現地向けの改良を目的とした海外研究開発拠点の設置が進められてきたが､近年では､
現地向けの改良ばかりではなく､燃料電池車やナノ材料等に関する長期的な研究課題もグロ
ーバルに展開してきている｡
これらの産業間の差異や産業内部における目的の変化について､従来の理論で説明するこ
とは困難である｡例えば Ronstadsの発展段階論は､技術移転拠点の設置に始まり全社的技
術開発拠点の展開に至る過程をモデル化したものであるため､必ずし技術移転拠点の設置か
ら始まらない産業に適用することができない｡また､従来の発展段階論では海外拠点の役
割 ･目的が検討され､次いで､その役割や目的にみられる差異が発展段階によって異なるも
のとして理論化されているため､研究開発拠点の海外進出が開始され､初期の目的に沿って
展開されていく過程に対しては一定の有効性を持つが､拠点の進出が一定程度まで進み､海
外での研究開発活動が定着し､成熟した段階を説明する上では限界があると思われる｡
一方､海外研究開発拠点の役割や設置目的を固定的に捉え､単線的に発展していくと捉え
る従来の発展段階論とは異なり､組織間関係論では､組織間の関係が絶えず変化し､流動的
であることを前提とし､海外研究開発拠点の役割､位置づけも変化するものと捉える｡また､
組織間関係論では､本国から海外研究開発拠点-の一方的な技術移転を前提とせず､相互に
知識や技術が移転すること (双方向的学習)や､本国研究開発拠点と海外研究開発拠点の間
における意思決定権限のフラット化を考慮し､本国と海外研究開発拠点との情報共有､海外
研究開発拠点の相互間における情報共有を重視している｡このため､実際に拠点機能の変化
や拠点間の相互作用が生じている研究開発国際化の成熟段階を理解する上では､組織間関係
論の提供する視点が有効である｡
最後に残された課題について述べる｡本研究では､ ｢2-2-1 分析フレームワーク｣にお
いて指摘した研究開発のグローバル体制についての課題である｢業種特性｣に関する知見や､
｢単線的な発展段階論｣に代わる新たな理論的立場はまだ確立されていない｡この課題を果
たすためには､本社研究拠点と海外研究開発拠点の関係､海外研究開発拠点間の関係､さら
に海外における研究開発拠点と生産拠点･販売拠点の関係に対する分析を深め､これらの関
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係は固定的ではなくダイナミックに変化することを前提に研究開発拠点の機能･役割を明ら
かにしていくことが必要となる｡
-3-
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